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                          株式会社⿃取県情報センター 
 

株式会社ＨＡＲＰとの連携協定の締結 
及び校務⽀援システムの遠隔バックアップ開始のお知らせ 

 
近年⽇本では、地震や豪⾬、台⾵等の⼤規模な災害が全国各地で発⽣しており、官⺠問わず災害

対策の重要性がますます⾼まっています。（政府は直近５年間で２７件もの災害を激甚災害に指定し
ています。） 

このような情勢をふまえ、株式会社ＨＡＲＰ（北海道札幌市、以下ＨＡＲＰ社）と株式会社⿃取
県情報センター（⿃取県⿃取市、以下当社）は、⼤規模な災害でも同時被災の可能性が低い遠隔
地の企業同⼠が協働し、相互バックアップにより災害への対応⼒を⾼める連携協定を締結しました。 

LGWAN-ASP 事業者の第三セクター同⼠が連携協定を締結し、相互のサービス充実を図る取り組み
は全国初になります。 
 また、連携の端緒として、当社がＨＡＲＰ社提供の校務⽀援システムのデータバックアップを開始したこ
ともあわせて公表します。 
 
 

記 
 
１． 連携協定の概要 

両社は、地元の地⽅公共団体と企業等が出資して設⽴した第三セクターで、それぞれ全国の
⾃治体向けにクラウドサービスを中⼼とした各種サービスを展開しています。 

ロケーション（北海道と⿃取県）の違いにより、電⼒事業者（北海道電⼒と中国電⼒）も
プレート（北⽶プレートとユーラシアプレート）も異なる両社が、互いのサービスやリソースを活⽤し、
セキュアな回線を通じて重要データ等を相互にバックアップすることで、⾃治体をはじめとしたお客
様へのより安⼼安全なサービス提供を実現し、不測の事態にも早期に事業を復旧できるよう連
携することとします。両社の会社概要は別紙１をご確認ください。 

 
 
２． 調印式 

⽇ 時︓平成３０年１２⽉１８⽇（⽕）１４︓３０ 
場 所︓札幌グランドホテル 本館３階 涼⾵ 

 
 
 



 
３． ＨＡＲＰ校務⽀援システム（⼩中学校向け）の遠隔バックアップについて 

ＨＡＲＰ社提供の校務⽀援システムは、教職員の⽅々が⽇々多くの時間を費やす校務業
務を⽀援し、負担を軽減するクラウド型サービスです。本サービスは、セキュリティや災害対策も万
全なデータセンターを利⽤しており、今年 9 ⽉に発⽣した北海道胆振東部地震後も停⽌するこ
となく稼働し続けています。 

ただ、将来起こりうる更なる不測の事態にも重要データが消失することのないよう、このたびの連
携協定締結を機に、遠隔地となる当社が本サービスのデータバックアップを⾏うこととします。 

校務⽀援システム概要は別紙２を、遠隔バックアップ概要は別紙３をご確認ください。 
 

 
 

（本件お問合せ先） 
株式会社⿃取県情報センター 
担当︓橋川 
TEL︓0857-27-5081 
FAX︓0857-29-2254 

    



別紙１．企業概要 
 
会社名 株式会社⿃取県情報センター （略称：TIC） 
代表者名 代表取締役社⻑ 湊 正彦 
本社所在地 〒680-0053 ⿃取県⿃取市寺町 50 番地 
創業年⽉⽇ 昭和 44 年 4 ⽉ 1 ⽇（株式会社開業年⽉⽇  平成 21 年 4 ⽉ 1 ⽇） 
資本⾦ 8,000 万円 
主な株主 ⿃取県、⿃取商⼯会議所、⽶⼦商⼯会議所、倉吉商⼯会議所、 

境港商⼯会議所 
従業員数 127 名 
事業内容 ・県基幹系（共通基盤、税務、財務、給与）業務構築及び保守運⽤ 
       ・市町村基幹系構築、運⽤保守業務 
       ・⾃治体イントラネット系システムの構築、運⽤保守業務 
       ・セキュリティクラウド構築、運⽤保守業務 
       ・データセンター事業（クラウドサーバ、ハウジング） 
       ・情報ハイウェイ、教育ネットワーク等構築、運⽤保守業務 
       ・情報システムおよび情報セキュリティに関する総合コンサルティング 

 認証等 ISO/IEC27001 認証番号：01246-2005-AIS-KOB-JIPDEC 
JIS Q 150001 プライバシーマーク 登録番号：第 27000025(04)号 
電気通信事業社：届出番号：F-23-00764 
⿃取県男⼥共同参画推進企業認定 

 
 

会社名 株式会社ＨＡＲＰ 
代表者名 代表取締役社⻑ 駒崎 征明 
本社所在地 〒060-0001 札幌市中央区北 1 条⻄ 6 丁⽬ 1-2 
創業年⽉⽇ 平成 16 年 9 ⽉ 21 ⽇ 
資本⾦ 4 億 7100 万円 
主な株主 北海道、東⽇本電信電話㈱、北海道電⼒㈱、㈱北洋銀⾏、北海道ガス㈱ 
従業員数 53 名 

 企業概要 ・住⺠向けの⾏政⼿続を電⼦化する⾃治体向けＡＳＰサービスの提供 
・⾃治体の内部管理業務を電⼦化するＡＳＰサービスの提供 
・複数の⾃治体が共同利⽤するシステムの構築・運⽤保守業務 
・⾃治体クラウドの導⼊や共同化を⽀援するコンサルティング業務 

認証等 ISO／IEC 27001：2005（JIS Q 27001：2006）登録証番号：JQA-IM0302 
 JIS Q 150001 プライバシーマーク 登録番号：第 10821062(07)号 
 経済産業省 地域未来牽引企業 
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